
「建築物や屋外広告物」、「自然・緑」、「歴史文化」において個別の法整備。

戦後復興・高度経済成長期に、社会基盤関係の基本的な法整備が一段落し、

自治体での独自条例や計画策定が盛んになる期間を経て、2004年『景観法』が制定。

1973
都市緑地保全法

1957
自然公園法

1931
国立公園法

建
築
物
等

自
然
・
緑

歴
史
文
化

1966
古都法

1897
古社寺保存法

1919
史蹟名勝保存法

1929
国宝保存法

1950
文化財保護法

1975
文化財保護法改正
（伝建地区）

1919
旧都市計画法
（風致地区）

1919
市街地建築物法
（美観地区）

1911
広告物取締法

1970
都計法改正
（百尺制限
→容積率）

1949
屋外広告物法

1980
都計法改正
（地区計画）

1950
建築基準法
（建築協定）

復興・高度経済成長期大戦前後 バブル

景
観
・
緑
三
法

2004
文化財保護法改正
（文化的景観）

歴
史
ま
ち
づ
く
り
法

明治・大正期～昭和初期 バブル崩壊後

2004

2008

「景観」に関連する法整備の歴史

1873
太政官布達
公園制度の始まり

1871
古器旧物保存法

1968
新・都市
計画法

皇居周辺
（旧美観地区）

都市化の進展に伴う歴史的
環境の破壊への対応

超高層建築等の計画
近代建築の取り壊し
による景観・美観論争
（例：京都タワー）

自
治
体
の
独
自

条
例
・
計
画
策

定
が
盛
ん
に


